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2 － 2　保健サービスの現状

保健省によれば、エティオピア国民 1 人当たりの保健支出は約 1.2 ドル（1996 年）で、サブサハ

ラアフリカ諸国の平均（約 10 ドル）にも遠く及ばない。保健支出のうち政府予算が約 32％、海外

援助が 17％、個人の支出が 39％となっている。海外援助の比率は 10 年前には 86.6％に及んでい

たが、近年その比率を低下させている。保健省予算は政府予算の 6.2％（1996 年）を占め、GDP 成

長率を上回る率で増加している。

1994 年から、保健予算の管理・支出は保健省から各州保健局の権限へと移管され、各州保健局

は州政府を通じて配賦される予算の執行にあたっている。保健支出のうち経常予算の 80％以上、

資本予算の 95％以上の執行が州レベルで実施されている（図 2 － 1）。

1 人当たり保健支出額や支出の内訳（リカレント対資本）は州ごとに大きく異なるが、平均して

55.9％が人件費、19.3％が医薬品消耗品費、24.8％がその他の運営経費に充てられている。







─ 10 ─

まで地域格差がきわめて大きい。

2 － 3　保健政策と国家計画

（1）保健政策とHSDP

1993 年に政府は国家保健政策を承認した。この政策は民主化、予防の重視、保健サービス

の公平な提供、国際協力の推進、受益者負担の導入、民間セクターやNGO の参加促進など 10

項目の原則に基づいている。この政策を具体化する基礎的保健サービス提供の方向性を示す

「国家保健政策の一般戦略」が定められている（附属資料①参照）。

政府は、1997 年から 20 年間の保健開発実施戦略を策定し、これを 4 次にわたる投資 5 カ年

計画（Five Year Investment Programs）に区分して実施することにしている。第 1 次 HSDP

は 1997 ／ 98 年から 2000 ／ 01 年の期間をカバーする 4 カ年計画として政府によってその草

案が策定され、1996 年 12 月に援助国会合（Consultative Group Meeting）においてドナーに

提示された。HSDP は、①当事国のオーナーシップとコミットメントの重視、②断片的、ある

いは重複する案件、特定の個別分野や地域への援助集中による非効率を回避するための一貫

性のあるセクター政策・方針枠組みの策定、③マクロ経済政策・財政政策との整合性、④援

助手続きの共通化や標準化によるドナー間の協調を考慮したセクター・プログラムであり、近

年世銀を中心として従来のプロジェクトを基本とする援助の方法に代わるものとして特にア

フリカ諸国でその策定・実施が推進されている。

1996 年の素案の提示以来、エティオピア政府と主要なドナー国・機関との間で各州政府お

よび中央政府が作成した計画案が検討され、意見交換が行われた。1997 年 3 月に開催された

フォローアップ会議では、各ドナーが計画案に対するコメントと、HSDP に対する援助のプ

レッジを行った。その後、1997 年 10 月および 1998 年 2 月には日本を含むドナーから派遣さ

れた専門家（コンサルタント）がエティオピア政府担当者とともに、より具体的なプログラム

立案につなげていくことを目的としてワークショップが開催された。ワークショップではマ

クロ経済の状況と釣り合いのとれた開発計画規模とすること、施設拡充および首都圏地域へ

の配分の縮小等についてドナー側専門家からの意見が述べられ、計画の修正が行われている。

わが国は、在エティオピア日本大使館担当者のほかに、第 1 回および第 2 回ミーティングに

JICA 国際協力専門員等が専門家の立場で参加してきた。なお、エティオピア政府事務局にお

いて開発計画草案作成のための調査・分析、草案起案を実施するための費用に関しても、日

本政府が UNDP を通じて拠出している「人的開発基金（Human Resources  Development

Fund）」が提供されている。

今回のドナーミーティングに提出された第1 次HSDP は援助資金を含めて総額50 億ブル（約

1,000 億円、うち 55.4％を政府予算、2.1％を料金収入、42.5％を海外援助で調達予定）投資規
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また、5 カ年計画の達成目標については、以下のとおりである。

調査団滞在中の 6 月 3 日に開催された第 3 回のドナーミーティングは、HSDP に基づき保

健省によって策定された Program Action Plan（PAP）に基づいて共同でアプレイザル（審査）

を行うことを目的に開催された。

（2）ドナーミーティングの結果

6 月 3 日のインタードナーミーティングは、保健大臣を議長として開催され、国連機関代表

副議長（UNICEF 保健栄養担当課長）と保健省計画プロジェクト局長が務めた。参加機関・国

は以下のとおりである。

UNDP、WHO、UNFPA、世銀、アフリカ開発銀行、EC、ノールウェー（およびNORAD）、

SIDA、日本、オーストリア、イタリア、アイルランド、USAID

エティオピア政府からは、保健省のほかに首相府（事務局）、MEDaC、女性省が参加した。

事前に得た情報では、当該開発計画を踏まえて各ドナーが援助の関心分野の表明を含めて

PAP の全体的アプレイザルを行うとのことであったが、実際にはエティオピア側の主張する

援助資金チャンネルに従って各ドナーが援助を実施するか／できるか否かに関する意見交換

が主な議論のテーマとなり、具体的な援助のコミットメントは確認されなかった。

JICA に関係の深い点としては、Technical Assistance（TA：わが国システムでいうところ

の専門家派遣に近い概念）のための援助資金を共通基金化し、その基金を使ってエティオピア

政府が必要と認めた専門家を雇用するという TA 基金構想である。エティオピア政府として

は、第一に外国人専門家の人数を減らして援助資金を他の活動に振り向けたい、第二に専門

指標

成果

出生児平均余命

人口増加率（％）

妊産婦死亡率（出生 10万当たり）

乳児死亡率（出生 1,000当たり）

アウトプット

PHCサービスのカバー率（％）

避妊実施率（％）

予防摂取率（％）

現在の推計値

47-54

2.5

500-700

105-128

48.5

9.8

67

目標（2002年）

50-55

2.3

450-500

90

50

25

80

表 2－ 6　第 1次保健セクター開発計画の目標値
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家の必要性の認定から人選までエティオピア政府が主導権を確保したいとの意向が働いてい

るものと思われる。

また、援助資金の支出方法として、①エティオピア政府大蔵省の口座に援助資金を一括し

て振り込む（大蔵省が地方政府を含めた各実施機関に配分する）、②保健省の口座に資金を振

り込む（保健省が地方保健局へ配分）、③従来どおりドナーが直接実施機関（保健省、州、地

方保健局等）の（プロジェクト）口座へ振り込む、の 3 種類の方法のうち、エティオピア政府

としては政府が開発計画にかかわるすべての資金を把握し、エティオピア側の優先順位に従っ

て支出することのできる①の方法での援助を希望している。また、資機材等の調達について

も、各ドナーごとの規則に従ってドナーまたはエティオピア政府が実施するのでなく、すべ

てエティオピア政府が統一の基準・規則に従って実施していこうとしている。本会でたびた

びエティオピア側が強調した「Harmonization」という言葉には、こうした資金配分や優先度

の決定における政府の主導権を確保したいという意思が表されていたものであろう。

エティオピア政府の主張に対する各ドナーの反応はまちまちであり、すでにアフリカにお

いてプロジェクト援助からプログラム援助（ノンプロジェクト援助）へと方向転換をしてきて

いる北欧諸国は、特定のプロジェクトを指定しない①の方法での財政支援と TA 基金への資

金提供をいち早く表明した。世銀、アフリカ開発銀行等はプロジェクト融資スキームでの対

応であるため、その必要条件を満たすことを求めているが、基本的に技術協力部分も融資金

額で政府と合意が取り交わされるため、特段問題としていない趣であった。

一方、国連専門機関それぞれの存在意義（特定の活動分野ごとの専門性、技術協力、ユニ

パック等の物資調達ルート）にかかわる部分もあり、国連内部規定との関連でも①の方法での

「資金のプーリング」には消極的な印象を受けた。アメリカ合衆国（USAID）は債務救済資金

によるノンプロジェクト援助部分のみ①の方法で支出し（ただしコンディショナリティーあ

り）、他は③または②の方法で実施するとの方針を表明した。多くの保健・人口プロジェクト

で実施されているアメリカ国内の民間会社、NGO、大学等とUSAID との契約による技術協力

について、エティオピア政府が否定的な態度をとっており、これらの組織からの専門家派遣

に影響を及ぼすことには懸念を有していた。

援助資金を規制する国内法や自国内での援助資金についての透明性・説明責任

（Accountability）の点から、①の方法での対応が困難または不可能であるとの意見を述べた

ドナーは日本のほかにイタリア、オーストリア等であった。一般に国連専門機関、北欧を除

く各国とも TA 基金への拠出と専門家派遣資金のプール化には否定的であった。JICA の場合

には、技術協力は基本的にすべて「in kind」での提供となっており、プロジェクト方式技術

協力を含めて相手国機関の口座に資金を振り込むという形態の支援は実施していない。エティ

オピア政府が今後専門家派遣に関する規制を強めた場合には、案件実施がきわめて困難にな
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ると予想される。

会議ではほかに計画の実施状況の合同モニタリング・評価のシステムについても協議が実

施された。HSDP の案では、各ドナーは個々に支援するプロジェクトのモニタリング、評価報

告を求めるのではなく、セクタープログラム全体の進捗、達成度を合同でモニタリング・評

価することとし、そのために政府とドナー代表からなる Joint Steering Committee を設置し

て定期的に会議をもつとともに、プログラムのアウトプット（output）と成果（outcome）を

示す指標を調査、報告するメカニズムを政府内に設置すること、またこのモニタリング・評

価に必要な経費も各ドナーの HSDP 援助に含めるというものである。

上記のシステムは論理的にセクター開発プログラムの考え方との整合性のとれたものであ

るが、具体的な実施方法、責任の所在、スタッフの確保などの点が明確にされていないこと

がいくつかのドナーから指摘された。また、JICA の技術協力のモニタリング・評価システム

に照らして考えると、プロジェクトサイクルマネージメント（PCM）手法による個々のプロ

ジェクト評価に伴う負担を軽減してプログラム全体の成果のみを評価するという方法は、こ

れまでのプロジェクトごとの詳細な投入・アウトプットに関するモニタリングを求めている

PCM の方法とは異なる視点の評価である。

セクター開発プログラムと整合性をもった援助を行うことはわが国の援助の基本的な方向

であるとしても、具体的な実施の段階ではエティオピア政府およびドナーグループとのかな

りの調整が必要であると考えられる。

全体としてエティオピア政府担当者の構想は、当事国のオーナーシップの尊重と手続きの

統一化による援助関連事務処理の効率化という点では理想的なものであるかもしれないが、実

際にはプログラム全体をきめ細かく管理するための複雑な行政システムを動かすための人材

や組織などのキャパシティーが極端に限られている現状では、具体的な手当てのない「絵に描

いた餅」になってしまっている部分も否めない。

2 － 4　援助の動向

（1）各国・機関の援助

エティオピア政府がドナーミーティングの資料として作成した文書によれば、1996 年 9 月

の時点で各ドナーの実施中およびプレッジ済みの援助概要は表のとおりである。世銀、アメ

リカ合衆国、UNICEF、オランダなどが主要なドナーであるが、ほかにも多くの国、機関がド

ナーミーティングに参加している。
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なお、6 月 3 日に開催されたドナーミーティングでは、各国・機関が以下の分野への関心を

表明した。

オランダ 必須医薬品プログラム

オーストリア Somali 州の総合保健サービスシステム

アフリカ開発銀行 Oromia、Amhara、SNNPR3 州のインフラ、能力開発（Capacity

Building）、研修

世銀 アフリカ開発銀行とほぼ同様の内容である模様。開発計画のうち他

ドナーが取り上げなかった部分に対して「最後のよりどころ（Last

Resort）」として援助を行う意向であるとの発言あり。

UNDP 総合地域開発の中で対応

UNICEF 母と子に関する活動

USAID 南部地域の保健システム強化、家族計画、ノンプロ援助等

（2）わが国の援助実績

わが国の保健医療分野における援助実績は以下のとおりである。帝国衛生研究所は現在の

国立保健栄養研究所（EHNRI）のことである。1975 年に終了した天然痘撲滅対策以来、プロ

ジェクト方式技術協力は実施されていない。

1）プロジェクト方式技術協力

期　間

1967～ 74

1971～ 75

援助額

86,811千円

40,196千円

プロジェクト名

帝国中央衛生研究所

天然痘撲滅対策�
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2）無償資金協力

3）青年海外協力隊（JOCV）

4）医療特別機材供与（感染症対策機材供与）

感染症対策機材供与は年間約 4,000 万円をUNICEF とのマルチ・バイ協力によって実施

され、予防接種拡大計画（EPI）用ワクチン等が供与されている。

年度 援助額プログラム 案　　　件　　　名

緊急援助（髄膜炎用医薬品）
UNICEF経由

基礎的医療機材整備計画 （地方医療強化のため
の医療機材）1／ 2期

基礎的医療機材整備計画 （地方医療強化のため
の医療機材）2／ 2期

1988 一般 2.00億円

7.00億円

4.30億円

5.86億円

300万円

400万円

400万円

200万円

500万円

一般

一般

一般

草の根

草の根

草の根

草の根

草の根

1989

1990

1995

1989

1990

1990

1994

1994

地方診療所施設改善計画

らいリハビリテーション・センター機材整備

出産障害妊婦救済計画

児童心臓基金医療機材整備計画

出産障害妊婦救済プロジェクト

アワサ地区医療活動支援計画

1995～ 97

1995～ 97

薬剤師�

助産婦、臨床検査技師�

1994 BCGワクチン、ポリオワクチン、
麻疹ワクチン等

4,189万円

1995 ポリオ、破傷風、BCG、DPTワクチン 4,320万円

1996 DPT、ポリオワクチン 3,767万円
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